










概要

      プライマリヘルスケア(PHC)の基本原則の一つである地域資源の有効活用

Community Resources Mobilization という概念は、WHO によれば先進国でも開発途上国で

も共通の重要な課題の一つであるとされる。日本の母子保健福祉分野における地域資源の

有効活用を考えるときに、まず現在どれくらいの地域資源が存在しているかを量的に評価

することが重要である。われわれは、人的資源を保健・福祉要員の現在数を職種ごとに算

定し、卒業者数をもとに今後の増加数を推定した。そして、人口 10 万人規模の地域にお

ける地域資源の量的分析を行なった。

 人口 10 万人の地城においては、医師177 人、小児科医 10 入、歯科医師 62 人、保健婦 24

人、助産婦 18 人、看謙婦 389人と医療に関する地域資源は比較的恵まれていた。しかし、

理学療法士 11 人、作業療法士 5 人、視能訓練士 2 人、義足装具士 2 人といったように障

害児にかかわる人材の乏しさが明らかとなった。また、児童福祉施設は全国でも肢体不自

由児施設が 72 力所、重症心身障害児施設が 73力所と少なく、人口 10 万人当たり医師 0. 4

人、保健婦・看護婦 7. 4 人、療法士 1 人と人的資源にも恵まれていなかった。母子保健

にかかわるボランティア人材として、母子保健推進員は全国平均では 61 人であったが、

都道府県別にみると人口 10 万人当リ 350 人から 0 人まで地域格差が非常に大きいのが特

微であった。同梯に、民生委員に関しては人口10 万人当リ 280 人から 80 人まで、保育所

においても 40 力所から 8力所までと地域差が大きかった。

  このような結果を踏まえ、次年度は東京都内、農村部、離島など小地城における地域資

源の質的分析を行ない、地域におけるニーズと人的資源のバランスについて評価する予定

である。また、  「障害者対策に関する新長期計画(障書者基本計画)」  (1993 年)にお

いて降書者問題にかかわる国際協力をうたっているが、国内の在日外国人障害者に対する

視点は全くかけている現状であり、母子保健における TARGET POPULATlON である在日外国

人障書児にかかわる人的資源についても考察する予定である。


